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　「政治を考える市民の会」（以下『市民の会』）は、「脱原発」「憲法改悪阻止」政策実現のため、同政策を掲げる政党・政治団体に対して連携・協力・共闘を呼びかけることを目的として、2013年5月に発足した愛知の市民グループです。2012年12月衆院選の反省から、その後に実施される国政選挙に向けて愛知の政党・政治団体と市民との討論会や意見を聞く会などを開催してきました。
　この度、来る4月の統一地方選挙に立候補者擁立または推薦予定のある愛知県内の政党・政治団体に対し、質問書を提出しました。4月統一地方選挙は、各地域と国の今後の進路が問われる重要な選挙です。地方選挙での地域住民・有権者の選択結果は、国政にも大きな影響を及ぼします。
今回の質問書は、地域住民の暮らしの根幹並びに今後の国の在り方の根幹である「憲法」と「原発」問題の二点に絞ってあります。原発再稼働問題と９条を巡る日本の安全保障問題（平和問題）は、すべての地方自治体にとって直接・間接を問わず、大きな影響を及ぼす重要な問題だからです。
　質問書送付先は、「維新の党」、「減税日本」、「公明党愛知県本部」、「社会民主党愛知県連合」、「自由民主党愛知県支部連合会」、「新社会党愛知県本部」、「生活の党と山本太郎と仲間たち・東海地区」、「日本共産党愛知県委員会」、「緑の党・東海」、「民主党愛知県総支部連合会」、の10政党/政治団体（五十音順）です。このうち、「維新の会」、「減税日本」、「公明党愛知県本部」の３党からは残念ながら回答がありませんでした。
　以下、ご回答頂いた７つの政党/政治団体の回答内容要旨を、来る統一地方選投票の参考にして頂くことを願って公開して報告します。
愛知県内 各政党/政治団体の回答内容要旨
実施期間：2015年3月2日～15日
実施団体：政治を考える市民の会
＜「憲法」問題について＞
Q１．昨年(2014年)7月1日安倍内閣の憲法解釈変更による集団的自衛権行使容認の閣議決定について（複数回答可）：
a) 賛成している　⇒　自民
b) 反対している　⇒　共産　社民　生活　緑
c) 撤回を求めている　⇒　民主　共産　社民　新社会　緑
Q２．上記閣議決定に基づいて、「いかなる事態」においても「切れ目のない対応」を可能にするため、政府は本年5月連休明け通常国会に派遣恒久法案や10数本の安全保障関連法改正案を一括提出して法制化しようとしていることについて：
a) 賛成する　⇒　自民
b) 法案によっては賛成する　⇒　なし
c) 反対する　⇒　共産　社民　生活　新社会　緑
d) いずれでもない　⇒　民主（閣議決定撤回すべき）
Q３．政府は、2016年7月参院選後に憲法改正の国会発議とその賛否を問う国民投票　を実施する意欲を表明していることについて：
a) 支持する　⇒　自民
b) 支持しない　⇒　民主　共産　社民　生活　新社会　緑
Q４．憲法９条について：
a) 変える必要がある　⇒　自民
b) 変える必要はない　⇒　共産　社民　生活　新社会　緑
c) いずれでもない　⇒　民主（戦後日本の平和主義・国連憲章・民主的統制理念を土台に据えた議論が必要）
＜「原発」問題について＞ 
Q５．政府は原発の再稼働を実施する意向について：
a) 賛成する　⇒　なし
b) 反対する　⇒　共産　社民　生活　新社会　緑
c) 条件次第で賛成する　⇒　民主（原発40年運転制限厳格適用、規制委の安全確認得たもの、地元の同意あるもののみ再稼働、国の責任による避難計画必須）
＊自民は選択肢欄に記載なし（但し自由記述欄に記載あり　→安全性最優先し原子力規制委が新規制基準に適合すると認めた場合はその判断を尊重して再稼働を認める）
Q６．日本の長期エネルギー政策で、今後も原発を継続すべきかどうかについて：
a) 原発は今後も必要である　⇒　自民（再生可能エネの最大限導入促進・省エネにより可能な限り原発依存度を低減）
b) 原発はただちに廃止すべきである　⇒　共産　社民　生活　新社会　緑
c) 漸次割合を減らし、〇〇年後には全廃を目指す　⇒　民主（2030年代に全廃目指す）
Q７．再生可能エネルギーの推進について：
a) 定額買い取り制度を充実させ再生可能エネルギーの割合を増やすべきである
⇒　民主　共産　生活　新社会　緑
b) 定額買い取り制度は電気料金を上げるので望ましくない　⇒　社民
＊自民は選択肢欄に記載なし（但し自由記述欄に記載あり　→再生可能エネの導入状況、原発再稼働状況等を見極めつつ判断）
Q８．福島第一原発事故の原因について：
a) 地震と津波が原因で東電の責任は問えない　⇒　なし
b) 巨大地震は予期されていたもので対策を取らなかった東電の責任は重い
⇒　民主　共産　社民　生活　新社会　緑
＊自民は選択肢欄・自由記述欄ともに記載なし
Q９．放射性廃棄物処分について（複数回答可）：
a) 政府が責任をもって地層処分地を選定し、住民の合意を得るべきである　⇒　民主　生活
b) 放射性廃棄物の地層処分はすべきでない　⇒　共産　社民　新社会　緑
c) 放射性廃棄物は原発立地地域に保管すべきである　⇒　共産
d) 放射性廃棄物は原発立地地域外に保管すべきである　⇒　なし
＊自民は選択肢欄に記載なし（但し自由記述欄に記載あり　→「科学的により適性が高いと考えられる地域」の具体的要件・基準の議論、処分地選定の考え方・進め方の議論が必要）
＊「自由記述」部分は添付一覧表をご覧ください。
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